
 

 1

                                

別添２ 

独立行政法人国立環境研究所の中期目標を 

達成するための計画（中期計画）（案） 

 

（計画期間：平成１３年度～平成１７年度） 

 
 
第１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
１．効率的な組織の編成 

現下の環境問題の解明や対応のための研究、環境政策の支援のための研究、さ

らに今後生じ得る問題の検出や未然防止あるいは今後の環境研究の基盤となるよ

うな研究等を、中期目標の達成に向け、業務の質の向上を図りつつ、効率的かつ

機動的に実施する観点から、適切な研究組織及びその支援体制等の編成を行う。 

この観点から、次の点を踏まえた組織体制を確立する。 

・基盤的調査・研究を推進するため、コアラボラトリーとして必要な研究領域を

置く。 

・重点化した研究プロジェクトを確実に実施するための体制を整備する。 

・環境行政の新たなニーズに対応した政策の立案及び実施を、研究面から支援す

る体制を整備する。 

・地球環境のモニタリング、地球環境研究の総合化及び支援等を行う体制を整備

する。 

・環境保全に関する国内及び国外の情報の収集、整理及び提供を行う体制を整備

する。 

・研究所の活動を効率的に運営するための管理体制を整備する。 

なお、組織のあり方については、絶えず検討を行い、必要に応じて、適宜見直

しを行うものとする。 
 

２．人材の効率的な活用 

下記により人材の効率的な活用を図る。 

・ トップダウンによるプロジェクトグループの戦略的な編成を含め、研究者の適

切な配置を図るとともに、流動性を高め人材の活性化に努める。 

・ 適切な処遇に配慮しつつ、国内外の学界、産業界等から幅広く優れた研究者の

登用を図る。 

・面接による目標管理方式を基本とした職務業績評価を導入し、本人の職務能力

向上を図る。 



 

 2

 
３．財務の効率化 
下記により財務の効率化を図る。 

・ 競争的資金及び受託業務費について、平成１３年度の見込額からの中期目標の

期間中、毎年度平均で前年度比４％台の増加を図るよう、その確保を促進する

ための方策を検討し、自己収入の確保に努める。 

・ 研究所の知的・物的能力を、業務に支障のない範囲で、所外の関係機関に対し

て提供して収入を得ること等により、円滑な財務運営の確保に努める。 

・ 物品及びサービスの一括的な購入等により予算の経済的な執行を行い支出の

削減に努めるとともに、「５．業務における環境配慮」の光熱水量の削減努力

とあわせ、運営費交付金に係る業務費の毎年少なくとも１％相当の削減に努め

る。 

・ 会計事務への電子決済システムの段階的な導入等所内のＩＴ化を進めること

により、事務処理の迅速化・効率化に努める。 

 

４．効率的な施設運用 

下記により施設の効率的な運用を図る。 

・研究体制の規模や研究成果等に見合った研究施設のスペース再配分などを含め、

研究施設の一層効率的な利用等の推進を図る。 

・大型実験施設等について、他機関との共同利用や受託業務での利用等、効率的

な利用を推進する。 

・研究施設の重点的な改修を含めた計画的な保守管理を行う。 

 

５．業務における環境配慮 
下記により業務における環境配慮を徹底し、環境負荷の削減を図る。 
・ 物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境配慮を徹底する。 

・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、政府の事務及び事業に関す

る温室効果ガスの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標に準じて、

その達成を図る。 

・ なお、当分の間、環境負荷の削減のための資源・エネルギー利用の節約を図る

ため、研究所の延べ床面積あたりの電気・ガスなどの光熱水量を、平成１２年

度比で概ね９０％以下に維持するよう努めることとし、このため、大型実験施

設の計画的・効率的な利用や研究棟における節電等を図る。 

・ 廃棄物の適正処理を進めるとともに、廃棄物の減量化、リユース及びリサイク

ルを徹底する。 

・ 施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観点からの取組や、化学物

質の管理の強化など自主的な環境管理の推進に努める。 

・これらを推進するための体制を整備するとともに、これらの措置状況について

毎年とりまとめて公表する。 
 

６．業務運営の進行管理 
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下記により業務運営の効率的な進行管理を図る。 

①研究の実施にあたっては、 
・各年度の研究計画をまとめて公表する。 

・第２．１（２）の重点研究分野の各主要研究課題ごとにリーダーを置き、研究

内容の調整、進行管理等を行う。 
・特に、第２．１（３）のア．重点特別研究プロジェクト及びイ．政策対応型

調査研究については、研究所内部での進行管理に加えて、前年度の成果及び

当該年度の研究計画について、外部の専門家の評価・助言を受けながら実施

する。 
②業務運営の実施状況をモニターしながら、業務の的確な実施を図る。 
 

 
 

 
 
第２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 
 

 中期目標に掲げる基本理念に沿って、環境研究業務及び環境情報の収集・整理・

提供業務の一層の充実を図る。 

 

１． 環境研究に関する業務 

（１）環境研究の充実 

 持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保全、公害の防止、自然環境の保

全及び良好な環境の創出の視点に立って、環境政策立案に資する科学的知見の取

得に配慮しつつ、学際的かつ総合的に質の高い環境研究を進める。この際、長期

的視点に立った基盤的な研究や先行先導的な研究の推進に留意するとともに、社

会情勢やニーズの変化に即応した研究等にも適切に対応する。 
研究の実施に当たっては、所内の競争的環境を醸成するとともに、毎年度研究

計画を作成し、計画的な業務実施に努める。また、環境技術の開発・普及に関し

ても重点的に取り組むこととし、廃棄物処理・資源化技術、環境測定分析技術等

の調査研究を進めるとともに、環境省等に技術開発・評価に関する知見の提供等

を行う。 
また、以下のような他機関との協力を進め、研究ネットワークを構築する。 

① 国際研究プログラムや国際的役割分担を踏まえた研究を実施する。 

② 二国間協定等の枠組みの下で、開発途上国を含めた国際的な共同研究を実施

する。 

③ 大学、民間、地方公共団体など国内の他の研究機関との有機的連携のもとに

共同研究を実施する。 

④ 研究者等の受入・派遣、ワークショップの開催、研究者間の情報提供や交流

のためのフォーラムの開催等、他機関との研究交流を進める。 



 

 4

（２）重点研究分野 

中期目標において定められた重点研究分野においては、別紙１の研究の方向に

沿って下記の研究を実施する。 

① 地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み 
－温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究 
－地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通しに関する観測・解析・モデリ

ングと影響評価に関する研究 
－京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政

策研究 
－オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の監視・評価に関する研究 

② 廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の構築   

－環境低負荷型・循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤

整備に関する研究 
－廃棄物の資源化・適正処理技術及びシステムに関する研究 
－廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究 
－汚染環境の浄化技術に関する研究 

③ 化学物質等の環境リスクの評価と管理   

－内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管理に関する研究 
－ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究 
－化学物質の環境動態の解明とモニタリング手法の開発に関する研究 
－化学物質のリスク評価と管理に関する研究 
－環境有害因子の健康影響の発生メカニズムの解明とその検出手法の開発に

関する研究 

④ 多様な自然環境の保全と持続可能な利用  

－生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究 
－生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究 

⑤ 環境の総合的管理（都市域の環境対策、広域的環境問題等） 

－浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究 
－酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響に関する研究 
－流域圏の総合的環境管理に関する研究 
－湖沼・海域環境の保全に関する研究 
－地下水汚染機構の解明とその予測に関する研究 
－土壌劣化、土壌汚染の機構解明とその予測に関する研究 

⑥ 開発途上国の環境問題 

－途上国の環境汚染対策に関する研究 
－途上国の経済発展と環境保全の関わりに関する研究 

⑦ 環境問題の解明・対策のための監視観測   

－地球環境モニタリング 
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－衛星観測プロジェクト 
 
（３） 研究の構成 

ア．重点特別研究プロジェクト 

重点研究分野のうち、社会的要請も強く、研究の観点からも大きな課題を有し

ている下記の研究を重点特別研究プロジェクトとして実施する。 
研究の実施に当たっては、５年間を継続期間とするプロジェクトグループを編

成し、研究の方向及び到達目標を別紙２のとおり設定し、重点的に予算配分を行

い、その達成を図る。 
なお、当該期間中に新たなニーズが生じた場合には、重点特別研究プロジェク

トについて、追加も含め機動的な調整を行う。 

① 地球温暖化の影響評価と対策効果 
－炭素循環と吸収源変動要因の解明 
－統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分析とアジアを中心とし

た総合的対策研究 
② 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明 
③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理 
－内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関する研究 
－ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関する研究 

④ 生物多様性の減少機構の解明と保全 
⑤ 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理 
⑥ 大気中微小粒子状物質（ＰＭ2.5）・ディーゼル排気粒子（ＤＥＰ）等の大気
中粒子状物質の動態解明と影響評価 

 
イ．政策対応型調査・研究 

重点研究分野のうち、環境行政の新たなニーズに対応した政策の立案及び実施に

必要な下記の調査・研究を、政策対応型調査・研究として実施する。 
研究の実施に当たっては、研究の方向及び到達目標を別紙３のとおり設定し、重

点的な予算配分及び体制の整備を行い、その達成を図る。 
  
① 循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究 
－循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に

関する研究 
－廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究 
－資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関す

る研究   
－液状廃棄物の環境低負荷･資源循環型環境改善技術システムの開発に関する

研究 

② 化学物質環境リスクに関する調査・研究 
－効率的な化学物質環境リスク管理のための高精度リスク評価手法等の開発に

関する研究  



 

 6

 
ウ．基盤的調査・研究 

重点研究分野に係る研究を推進するとともに、長期的な視点に立って、環境研

究の基盤となる研究及び研究所の研究能力の維持向上を図るための創造的、先導

的な調査・研究を行う。 
独創的・競争的な研究活動を促すとともに、将来の重点特別研究プロ

ジェクト等に発展させるべき研究を奨励すること等のため、所内の公募

と評価に基づき運営される所内公募研究制度を導入するなど、研究環境

の整備を図る。 

 
エ．知的研究基盤の整備 

研究所内のさまざまな研究の効率的な実施や研究ネットワークの形成に資す

るため、別紙４の整備の方向と目標に基づき以下のような知的研究基盤の整備

を行う。これらの知的研究基盤については、可能な範囲で、研究所内外の関係

機関をはじめとして、広く一般の利用に供する。 

① 環境標準試料及び分析用標準物質の作製並びに環境試料の長期保存（スペ

シメンバンキング） 

② 環境測定等に関する標準機関（リファランス・ラボラトリー）としての機

能の確保 

③ 環境保全に有用な環境微生物の探索、収集及び保存、試験用生物等の開発

及び飼育・栽培のための基本業務体制の整備並びに絶滅の危機に瀕する野

生生物種の細胞・遺伝子保存 

④ 地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境データベースの整備、地

球環境研究の総合化及び支援 

 

（４）研究課題の評価・反映 

研究課題について、研究評価を実施するための要領を作成し、これに基づき研

究所内及び外部専門家による評価を行い、その結果を研究活動に適切にフィード

バックする。 
 

（５）研究成果の普及、成果の活用促進等 

① 研究成果の普及 
下記により研究成果の幅広い普及に努める。その際、環境研究の専門的知識を

持たない主体に対しても、研究成果やその活用可能性をわかりやすく正確に説明

できるよう、インタープリテーション機能の強化に努める。 
・研究成果の学会誌、専門誌等での誌上発表や関連学会、ワークショップ等で

の口頭発表（中期目標期間中の誌上発表件数、口頭発表件数をそれぞれ平成

８年度から平成１２年度までの合計件数の１割増を目指す。） 
・わかりやすい研究成果報告書の作成 
・研究成果のインターネットでの提供 
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・研究所年報の作成 
・研究成果発表会の毎年開催 
・テーマに応じたシンポジウム、ワークショップ等の開催又はそれらへの参加 
 

② 研究成果の活用促進 

知的所有権の獲得・実用化促進、産学官交流の促進、環境省が開催する各種

諮問会議への職員の委員としての参画等を通じて、研究成果の活用促進に努め

る。 

③ 研究活動に関する広報・啓発 
わかりやすい各種紹介パンフレットの作成、広報誌の発行、毎年の研究所

の一般公開、団体見学の随時受入、個人、ＮＰＯ、企業など、様々な主体との

幅広いネットワークづくり等を通じて、研究所の活動についての国民の理解向

上に努める。 
 
   

 

２． 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

 

（１）環境の保全に関する知識の国民への普及を図るとともに、国等の環境政策及

び企業、民間による自主的な環境保全に関する取組を支援するため、国内外の

環境情報を収集、整備し、これらの情報を容易に利用できるよう、国際的な連

携も図りつつ、インターネット等を通じて提供する。 

本業務の実施に当たっては、体系的な収集整理、各データの相互利用、総合

化、解析等が可能となるようデータベース化を進めるとともに、地理情報シス

テム（ＧＩＳ）を活用した環境情報システムの整備など、国民にわかりやすい

情報提供手法の開発・導入に努める。 

 

（２）本業務の目標を次のとおり設定し、予算の重点配分等により、その達成を目指

す。 

 

① 環境情報提供システム整備運用業務 
国民の環境保全活動の推進等のため、様々なセクターが提供する環境情報を収

集し、広く案内、提供する情報システムを整備・充実し、運用する。 
特に、化学物質、リサイクル等、国民の関心の高い身近な環境問題に関わるテ

ーマについて、わかりやすい情報提供素材（コンテンツ）を整備し、インターネ

ットを通じて提供するとともに、これに関連して他で提供される情報へのリンク

も充実させ、当該テーマについての多角的な理解が可能な情報提供を実施する。 
また、広く一般からの環境情報への照会に対し、利用者の環境関心分野毎に、

適切に環境情報を検索できるデータベースシステム等を構築し、国民へのサー

ビスの充実に努める。 
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② 環境国勢データ地理情報システム（環境ＧＩＳ）整備運用業務 
大気汚染、水質汚濁、海洋汚染、自動車交通騒音等、我が国の環境の状況を示

す基本的なデータについて、データベース化を図るとともに、これらを地図やグ

ラフなど目にみえる形に加工し、相互に重ね合わせるなどして、各種データが示

す地域の環境状況について国民が理解しやすく利用しやすい形で提供するシステ

ムを、環境省と密接な連携を図りつつ構築・運用する。 
計画期間中には、環境質測定データ５種類（大気環境常時監視データ、公共用

水域水質データ、日本近海海洋汚染実態調査データ、海洋環境モニタリングデー

タ、自動車交通騒音実態調査データ）以上のデータについて、本システムへ搭載

し一般へ提供を開始するよう努める。 
 

③ 研究情報の提供業務 
当研究所の研究成果について、研究者間はもとより、国民各層が活用できるよ

う、研究所年報や研究成果報告書を毎年発行するなど刊行物等による提供サービ

スを実施するほか、研究成果をインターネットでも提供し、本文に加え画像やグ

ラフ等も入手できるよう、ダウンロードによるサービスの充実を図る。 
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  第３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画  
   
（１） 予算 

平成１３年度～平成１７年度収支予算 
                                                     （単位：百万円） 

 
        区            分 

 
    金      額 

 
    収入 

      独立行政法人国立環境研究所運営費交付金 

     独立行政法人国立環境研究所施設整備費補助金 

      受 託 収 入 

             
                計 

 

 
     ４８，８４９ 

      １，８５９ 

       １７，５７６ 

         ６８，２８４ 

 
    支出 

      業 務 経 費 

        うち重点特別研究プロジェクト関係経費 

        うち政策対応型調査・研究関係経費 

        うち環境情報関係経費 

     施 設 整 備 費 

      受 託 経 費 

     人 件 費 

      一 般 管 理 費 

 
             計 

 

 
    ３１，８７３ 

      ７，０５０ 

      ４，１０９ 

       ２，１３２ 

        １，８５９ 

          １７，５７６ 

      １４，５４５ 

        ２，４３１ 

 
          ６８，２８４ 

［人件費の見積り］ 
   期間中総額１２，２０６百万円を支出する。 
  但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、 
  休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 
（注）［運営費交付金の算定ルール］ 
１． 人件費＝Ａ×α×β＋退職手当 
    Ａ：直前の年度における基本給、諸手当、共済組合負担金等人件費相当額 
     （退職手当を除く） 
    α：昇給原資率 
    β：給与改善率 
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２． 業務費＝Ｂ×γ×δ×π＋Ｃ 
    Ｂ：直近の年度における事務費等一般管理費、研究費等業務経費、大型特 
      殊施設関係経費（施設新設の際は平年度化等の調整を行う。） 
 γ：消費者物価指数 
 δ：効率化係数 
 π：政策係数 
 Ｃ：衛星による地球環境観測経費（計画に基づく積み上げにより算出） 

 
［注記］ 
  前提条件： 
・ 昇給原資率、給与改善率及び消費者物価指数は、１．０と推定した。 
・ 効率化係数は、０．９８９と推定した。 
・ 政策係数は、  １．０２８と推定した。 
１） 昇給原資率及び給与改善率については、運営状況及び国家公務員の給与等を勘

案して決定されることとなる。     
 ２）交付金の算定に当たっての係数等は、国の財政状況等により変更があり得る。 

 



 

 11

 
（２）収支計画 
 
      平成 13～平成 17年度収支計画 
      （単位 百万円） 
 

区別 金額 
 費用の部 
  経常費用 
   研究業務費 
   受託業務費 
   人件費 
   一般管理費 
   減価償却費 
  財務費用 
  臨時損失 
 
 収益の部 
  運営費交付金収益 
  受託収入 
  寄付金収益 
   
  資産見返物品受贈額戻入 
  資産見返運営費交付金戻入 
  臨時利益 
 
 純利益 
 目的積立金取崩額 
 総利益 
 

            ６６，５０９ 
            ６６，５０９ 
            ２９，１９５ 
            １７，５７６ 
            １４，５４５ 
             ２，２２６ 

２，９６７ 
    ０ 
    ０ 

             
            ６６，５０９ 
            ４５，９６６ 
            １７，５７６ 
                 ０ 

 
             １，７０３ 
             １，２６４ 
                 ０ 
 
                 ０ 
                 ０ 
                 ０ 
  

 
  （注）１  収支計画は、予算ベースで計上した。 
        ２  減価償却費は、交付金収入で購入予定の５０万円以上の有形固定資産及

び独立行政法人移行時無償譲渡分の減価償却累計額を計上した。 
       ３  減価償却費については、残存価格を１０％に設定し、定額法で計算した。 
        ４  退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法

に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財

源とするものと想定している。 
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（３）資金計画 
 
      平成 13～平成 17年度資金計画 
      （単位 百万円） 
 

区別 金額 
 資金支出 
  業務活動による支出 
    研究業務費 
    受託業務費 
    その他経費 
 
投資活動による支出 

    有形固定資産の取得による支出 
    施設整備費の精算による返還金支出 
 
  財務活動による支出 
  次期中期目標の期間への繰越金 
 
 
 資金収入 
  業務活動による収入 
    運営費交付金による収入 
    受託収入 
  投資活動による収入 
    施設整備費による収入  
  財務活動による収入 
   

          ６８，２８４ 
          ６３，５３９ 
          ２９，１９５ 
          １７，５７６ 
          １６，７６８ 
 
           ４，７４２ 
           ４，７４２ 
               ０ 
           
               ０    

               ３ 
           
 
          ６８，２８４ 
          ６６，４２５ 
          ４８，８４９ 
          １７，５７６ 
           １，８５９ 

１， ８５９ 
    ０ 
     

  
                              

 
（注） 
１． 資金計画は、予算ベースで計上した。 
２． 業務活動による支出は、有形固定資産取得見込額及び繰越金を差し引いた額

を計上した。 
３． 投資活動による支出は、運営費交付金及び施設費補助金で取得する有形固定

資産の取得見込額を計上した。 
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第４．短期借入金の限度額 
      短期借入金の限度額       ２３億円 
 
      想定される理由 

           
・ 運営費交付金の交付状況による資金不足 
・ 受託収入の収納状況による執行額との相違による資金不足 
・ 災害や事故等の際の環境汚染調査の緊急実施のための資金不足 
等が生じた場合に対応するため、中期計画予算額の２か月相当分を見込む。 

 
第５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 
 
      な し 
 
第６．剰余金の使途 
 
     ・  研究成果の普及、成果の活用促進等に係る発表会、ワークショップ等の追

加実施。 
      ・  研究業務の推進の中で追加的に必要となる設備等の調達。 
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第７．その他業務運営に関する事項 
 
（１）施設・設備に関する計画 
  平成１３年度から平成１７年度内に取得・整備する施設・設備は、次のとおりであ
る。 

   施設・設備の内容      予定額（百万円）          財   源 

【施設】 

・廃棄物･ﾘｻｲｸﾘﾝｸﾞ総合研究 

棟 

・ﾊﾞｲｵ・ｴｺｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ研究施 

設 

・有害物質分解微生物棟 

 
・廃棄物処理施設等老朽化施

設更新 

・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ排気ｶﾞｽ・DEP 排

出実態計測施設設置 

・地球温暖化 CO2 吸収源研

究用実験施設設置 

          
【設備】 

〈建築〉 

  屋上防水整備等 

〈電気設備〉 

  制御盤、整流器等更新 

〈機械設備〉 

  空調機、熱交換器等更新 

〈ネットワーク設備〉 

  つくばＷＡＮの構築 

〈研究設備〉 

重点特別研究プロジェク

ト業務関係研究備品、政策

対応型調査研究関連研究

備品等 

       

 
       ３，１６５ 

 
    １，２９８ 

 
      ８８７ 

      
      ７８７ 

 
      ５８５ 

 
      １２５ 

          

 

 
 

      ４８３ 

 

      １２４ 

     

    １，２０２  

 

       ５０ 

 

      ９２７ 

 

 
  

    
 追加現物出資（平成 11 年度補

正予算）    

 追加現物出資（平成 11 年度補

正予算） 

 追加現物出資（平成 12 年度官

庁営繕費）    

 追加現物出資（平成 12 年度補

正予算） 

 追加現物出資（平成 12 年度補

正予算）     

 追加現物出資（平成 12年度補

正予算） 

 

 

 
施設整備費補助金 

    
施設整備費補助金     

 
施設整備費補助金  

 
施設整備費補助金 

 
運営費交付金 

 

(注) １ 上記のほか、業務の実施状況及び老朽度合等を勘案して、施設・設備の整備 
   等をすることができる。 
  ２  設備の予定額は、修繕の計画等に基づき、平成１３年度における単価を用い 
   て算定した。  
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 (２)人事に関する計画 
 １）方針 
  ① 重点特別研究プロジェクトの業務に対応するため、弾力的な研究者の配置を

図る。 
  ② また、新たな政策対応型調査・研究業務の充実に対応するため、既存部門か

らの配置転換を行うとともに所要の増員を図る。 
  ③ さらに、弾力的な研究推進に対応するため、任期付研究員の積極的な活用   

を図る。 
   
 
 ２）人員に係る指標 
   研究部門については、任期付研究員の採用に努めることとし、中期目標期間中

に研究部門中の任期付研究員が占める割合を１３％程度とする。 
   また、管理・支援部門については、研究支援の質の低下を招かないよう配慮し、

アウトソーシング可能なものは外部委託に努める。  
  
  （参考１） 
  １）期初の常勤職員数       ２７４名 
    ２）期末の常勤職員数の見込み   ２４６名 
  ３）期初の任期付研究員数      ２８名 
  ４）期末の任期付研究員数の見込み   ２名 
 
 （参考２）中期目標期間中の人件費総額 
  中期目標期間中の人件費総額見込み  １２，２０６百万円 

 
 
 
 ３）その他 
   ＮＩＥＳリサーチアシスタント制度による大学院生等の受入により、研究体制

の強化とともに若手研究者の養成及び優秀な研究者の採用に努める。 
 
 
 


